
　相模原市 ･城山町合併協議会では、各種事務事業の一つひとつについて、相模原市と城山町が合併した場合、どのようにするのか協議を行いました。
　そこで、調整 ･協議が調いました事業や制度の中から、住民生活に関連の深いサービスや負担について、主な内容をお知らせします。
　なお、各種事務事業一元化の調整結果や事務事業の内容が掲載された冊子（「会議資料」、「事務事業現況調書」）は、相模原市 ･城山町合併協議会ホー
ムページに掲載されているほか、合併協議会事務局、市町合併担当窓口等でもご覧になれます。
※ここに掲載されているサービス等の比較の相模原市の内容については、主に津久井町地域及び相模湖町地域を除いた相模原市と現在の城山町を対比して作成しています。

相模原市・城山町合併協議会�相模原市・城山町合併協議会�

～新市の各種サービスや住民負担はこのようになります～�～新市の各種サービスや住民負担はこのようになります～�～新市の各種サービスや住民負担はこのようになります～�

新　市城山町相模原市区　分
３，０００円３，０００円均等割民

税　
　
　

個
人
市（
町
）

２００万円以下　　　 ３％
２００万円超　　　　 ８％
７００万円超　　　　１０％

２００万円以下　　　 ３％
２００万円超　　　　 ８％
７００万円超　　　　１０％

所得割

５万円～３００万円
（資本金等、従業者数により９段階）

５万円～３００万円
（資本金等、従業者数により９段階）均等割

民
税　
　
　

法
人
市（
町
）

〈資本金等〉　 〈税率〉
１０億円以上　　 １４．７％
５億円以上　　 １３．５％
５億円未満　　 １２．３％
　ただし、合併年度（Ｈ１８年度）に限
り、城山町に所在する法人について
は、合併前の税率を適用します。

〈資本金等〉〈税率〉
５億円以上　１４．７％
２億円以上　１３．５％
２億円未満　１２．３％

〈資本金等〉〈税率〉
１０億円以上　１４．７％
５億円以上　１３．５％
５億円未満　１２．３％

法人税割

１．４％１．４％固定資産税
０．３％０．３％都市計画税　※１

１，０００円１，０００円
原動機付
自転車
（５０㏄以下）

軽
自
動
車
税　

※
２

７，２００円７，２００円四輪乗用
（自家用）

４，０００円４，０００円四輪貨物
（自家用）

１，０００円１，６００円１，０００円小型特殊
（農耕作業用）

資産割　床面積１平方㍍に
　　　　つき６００円
従業者割　従業者給与総額
　　　　　の０．２５％
　ただし、合併年度を含む
６年度の間に限り、城山町
に所在する事業所について
は、課税免除とします。

－床面積１平方㍍ に
つき６００円資産割

事
業
所
税　

※
３

－従業者給与総額の
０．２５％従業者割

１人１日１５０円
〈課税免除〉
○年齢１２歳未満の者
○共同浴場又は一般公衆浴
　場に入湯する者
○入湯料金が１，０００円以下
　の公衆浴場に入湯する者

－

１人１日１５０円
〈課税免除〉
○年齢１２歳未満の者
○共同浴場又は一般公
　衆浴場に入湯する者
○入湯料金が１，０００円
　以下の公衆浴場に入
　湯する者

入湯税

※１　都市計画税は、「線引き」がされている区域のうち市街化区域内の土地及び家屋に課税されます。
※２　軽自動車税は、主な軽自動車等について掲載しています。
※３　事業所税は、床面積１，０００平方メートルを超えるか、従業者１００人を超える事業所に課税されます。

下水道使用料
　原則的に、相模原市の使用料体系に統合します。なお ､新市において改定時期及び
減免規定の見直しを行います。

新　市城山町相模原市区　分

１，７３７円１，９４８円１，７３７円下水道使用料
（モデルケース）

※一般家庭（２０m３／月使用）における使用料（消費税を含む）をモデルケースとしています。

下水道受益者負担金・分担金
　相模原市の制度に統合します。ただし、受益者負担金については、合併前に事業認
可を受けた区域で事業認可期間内（平成２４年３月まで）の整備については、城山町の
負担金額を引き続き適用します。

新　市城山町相模原市区　分

相模原市の制度に
統合します。　　

３００円／㎡２７０円／㎡受益者負担金

無４９０円／㎡受益者分担金

※金額は１㎡当りの単価で、受益者負担金は市街化区域内及び都市計画下水道事業
認可区域内で整備を行う時に徴収するものです。受益者分担金は市街化区域外（市
街化調整区域）及び都市計画下水道事業認可区域外で整備を行う時に徴収するも
のです。

公共料金等

　個人市（町）民税については、相模原市と城山町の税率に違いはありませんが、法人市（町）民
税の法人税割の税率は、相模原市の税率に統合します。
　固定資産税及び都市計画税については、納期を相模原市の制度（５月・７月・９月・１２月）に統
合するほか、相模原市が３大都市圏の特定市のため、生産緑地地区の指定を受けない場合は、城山
町の市街化区域内の農地が宅地並み課税となります。ただし、合併新法により合併が行われた日の
属する年の翌年の１月１日を賦課期日とする年度から５年度分は宅地並み課税を適用しません。
　また、城山町に所在する床面積１，０００平方メートルを超えるか、従業者１００人を超える事業所につ
いては、新たに事業所税を負担していただきますが、合併年度を含む６年度の間は課税されませ
ん。

地方税

　相模原市の区域内の町・字（市町名のすぐ後の住所や土地の地番に付く○○町など
の名称）の区域及び名称については、変更ありません。
　城山町の区域内の町・字の区域及び名称についても変更ありません。
　なお、城山町では、地域自治区が設置されるため、現在の町・字の名称の前に地域
自治区の名称を付け加えた名称となります。

※住所の具体例

新　　市現　　行

相模原市城山 町 川尻
ちょう

津久井郡城山 町 川尻
まち

相模原市城山 町 久保沢一丁目
ちょう

津久井郡城山 町 久保沢一丁目
まち

町名・字名

地域自治区

地域自治区
　合併前の地域の歴史や文化などを生かしつつ、合併後の新市として一体的なまちづ
くりを進めるため、現在の城山町の区域を単位として「地域自治区」を合併の日から
平成２３年３月３１日まで設置します。

城山町（しろやまちょう）名　　称

合併の日から平成２３年３月３１日まで設置期間
市名と町名・字名の間に、地域自治区の名称を付け加
えることになります。住居表示の特例※

※住居表示の特例による住所の具体例は、「町名・字名」（下欄）に掲載し
ています。

地域自治区事務所
　地域自治区には、地域協議会の庶務や地域振興などの事務を行う「地域自治区事務
所」を次のとおり設置します。

城山 町 地域自治区事務所
ちょう

名　　称

現在の城山町役場位　　置

現在の城山町の区域所管区域

地域協議会
　地域自治区には、住民の多様な意見を行政施策に反映する場として、次のとおり「地
域協議会」を設置します。なお、「地域協議会」の委員は、地域自治区の住民の中か
ら、各地区の代表、各種団体の代表その他学識経験者、公募委員などを新市の市長が
選任します。

城山 町 地域協議会
ちょう

名　　称

３０人以内定　　数

２年以内任　　期

無報　　酬

行政組織

合併前� 合併後�

相模原市役所�

相模原市の出先機関� 新市の出先機関�

新市の出先機関�

新市の本庁機関（市役所）�

新市の総合的な事務所�
（旧町役場）�

・ まちづくり支援機能�

・ 住民サービス提供機能�

・ まちづくり支援機能�

・ 住民サービス提供機能�

・ まちづくり支援機能�

・ 住民サービス提供機能�

城山町役場�

・ 政策企画内部管理機能�

城山町の出先機関�

・ まちづくり支援機能�

・ 住民サービス提供機能�

・ 政策企画内部管理機能� ・ 政策企画内部管理機能�

（統合）�

　新市の本庁組織については、相模原市の本庁機能を基本として、城山町の「政策企
画内部管理機能」を新市の本庁機関に統合します。
　現在の城山町役場については、総合的な事務所として、「まちづくり支援機能」と
「住民サービス提供機能」を担う組織になります。具体的には、新市全体の効果的・
効率的な行政運営の視点から、組織体制を検討します。
　また、現在の相模原市及び城山町の出先機関については、住民サービスの低下を招
くことがないよう、その機能を維持します。


